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はじめに

勤め先の法政大学経済学部で，労働経済論の講義を担当し始めるように

なってから，早くも30余年の歳月が過ぎていきました。この間，日本社会

の移り行きと共に，日本が直面する労働問題の性格も著しい変化をとげて

きました。それに伴って当然のことながら，担当してきた労働経済論の講

義内容の方も，大きく変わっていかざるをえませんでした。

日本の労働経済をめぐる主要なトピックスといえば，1960年代は二重構

造論や企業別組合論などでしたが，1970年代になると石油ショックに伴う

成長軌道の屈折によって，雇用問題やスタグフレーションへの対応に関心

が移動していきました。続く80年代には，日本経済の良好なパフォーマン

スを背景にして，“日本的経営”論が空前のブームになりましたが，バブ

ル経済崩壊後の90年代に入ると社会の空気が一変してしまい，日本人の持

病ともいえる鬱病（うつびょう）が再発して自虐の時代に逆戻りしてしま

い，“従業員主権型の日本的経営から株主主権型のアメリカ的経営へ”と

いった類のアメリカ・モデル礼賛論が跋扈するようになりました。政界，

官界，財界，学界，マスコミ界のいずれにおいてもアメリカのニュー・エ

コノミー論がもてはやされ，遂にアメリカ企業をモデルにして会社法の大
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改正さえ行われてしまったのでした。

日本の経済論壇は，俗に三種の神器（終身雇用，年功賃金，企業別組

合）と呼ばれてきた“日本的”な雇用慣行をめぐって，今日に至るまで

延々と，粗雑で空疎な議論を繰り返してまいりました。不況になると，終

身雇用制の“崩壊”論が脚光を浴びて世にはびこり，好況になるとすぐに

下火になっていくのが論壇の常でありました。実際は逆であって，好況期

には労働移動が活発になることによって労働市場の流動性が高まるのに対

して，不況期には労働移動が沈静化して終身雇用制が強化されていくので

す。

自虐と自己陶酔の間を振り子のように揺れ動くわが国経済論壇の議論ほ

ど滑稽なものを，ほかに見出すことは難しいようにわたくしには思われま

す。

労働経済学の講義は，理論と実際を混ぜ合わせにして行うのが普通です

ので，教室で時事的な問題だけを話題にしているわけにはいきません。ウ

ェッブ夫妻やパールマンの労働組合論や，ベッカーの人的投資論や，クラ

ーク・カーの内部労働市場論など，労働経済学の基礎的理論も学生にキチ

ンと教えておかねばなりません。講義の理論編は，労働問題の様相が変わ

ったからといってそう大きく変化することはないのですが，それでも10年

もたつと，理論の分野においても多少の変化は起こってまいります。

わたくしは労働経済論の講義を，ながらくキャリア形成論（＝熟練形成

論）を軸に据えて行ってきました。経済学の人的資本理論と経営学の人的

資源管理論をミックスしたような講義をやってきたわけです。ですから当

然のことですが，わたくしは，熟練形成論の世界的な権威である小池和男

さんの諸研究 ｜ ｜ 教科書『仕事の経済学』(初版1991年，第３版2005年）

に集大成された ｜ ｜ をベースにして，講義計画を立ててまいりました。
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年々歳々飽きることなく，労働者のキャリア形成（＝熟練形成）論を軸に

して，労働経済論の講義を続けてきたのです。

しかし何故だか理由は判然としないのですが，キャリア形成論を中心に

して労働経済論の講義を繰り返し行っているうちに，みずからの立脚点で

ある労働市場への経済学的アプローチに対して，何か物足りないものを感

じ始め，徐々にではありますが経済学の限界を意識するようになっていっ

たのです。確か50歳代に入ってからのことと記憶していますが，それ以

来，社会学者のウェーバーやデユルケムなどの著作に眼を通したり，産業

社会学の教科書を読んだりしながら，どうしたら経済学的アプローチの限

界を超えることができるであろうかと，真剣な模索を続けてまいりまし

た。しかし，漠然と感じていた労働経済論の“物足りなさ”を埋めてくれ

るような著作には，なかなか出会うことができませんでした。

ともあれ幸運というものは，ある日偶然にやってきてくれるものなのか

もしれません。

欧米の社会学が，つとに注目し研究成果を積み上げてきている専門職論

に興味を覚え，専門職に関する研究文献を読み漁っているうちに，偶然わ

たくしは，すごい掘り出し物に出くわすことができたのです。経済学部の

同僚である尾高煌之助さんの父親であった，社会学者尾髙邦雄の『職業社

会学』(1941年）という本がそれです。この本の存在や著者については，

学生時代からある程度は知っていたのですが，専門外の本だと思って敢え

て読むことはしませんでした。

この本を読んで見ようと思ったきっかけは，尾高さんが一橋大学の経済

研究所から法政大学の経済学部に移ってこられて，同僚として気楽に議論

ができるようになったことだったと思います。数年前に始めてこの本を読

んでみて，大変驚きました。戦前においてすでに日本の社会学が，こんな

にも高い水準の労働研究を生み出していたことを知って，非常な驚きを感
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じたのです。

『職業社会学』については，別稿で詳しく検討してみたいと思っていま

すので，本稿では言及することを控えたいと思います。ここでは，経済学

徒が何故に『職業社会学』に注目するようになったのか，すなわち，労働

市場への経済学的アプローチに対してわたくしが抱くに至った欲求不満に

ついて，少しく述べておきたいと思うのです。

第一節 規制の経済学に対する疑問

1970年代に入って，福祉国家論に対する批判が段々と激しくなってい

き，レッセ・フェールへの回帰を訴えるハイエクやフリードマンの主張

が，次第に影響力を持つようになっていきました。1979年に発足したイギ

リスのサッチャー政権は，政府介入主義の代表であったケインズ流のマク

ロ経済政策との対決を辞さない新保守主義の政権でした。1981年に発足し

たアメリカのレーガン政権も同様に，“小さな政府”をめざして大減税を

断行した新保守主義の政権であったことは周知の通りです。

こうした英米両国における新保守主義台頭の背後には，両国に共通した

自由主義を尊重する知的伝統があったように思われます。市場と競争に対

する強い信頼と大きな政府に対する危惧の念が，英米両国の政治文化の底

流に地下水のように流れ続けてきたということです。重商主義に対抗した

アダム・スミス流の自由主義が，20世紀の末になって，福祉国家批判の武

器として復活したと言えるのかもしれません。

市場と競争への信頼は，大きな政府に対する不信と結びついて，民営化

と規制撤廃のラッシュを招来することになりました。規制の撤廃は，金

融・資本市場においてもっともドラスティックに推進されました（金融ビ

ッグバン)。しかし規制の撤廃は，金融・資本市場に限られていたわけで

536



はありません。これまで規制の必要性について社会的な合意が形成されて

いた，労働市場や医療，教育，福祉などの諸分野に至るまで，民営化と規

制撤廃の波が広がっていったのです。

規制の撤廃論者は，“市場（民間）にできることは市場（民間）に任せ

よ”と主張してきました。この美しく響く言葉は，人々に訴える強い力を

持っています。市場にできることを，市場に任せずに政府に代行させるよ

うなことをすると，国民の税負担は限りなく増加していき，親方日の丸の

非効率（＝政府の失敗）を世にはびこらせる結果になるだけではないか，

という主張には強い説得力があるからです。

アメリカにおいて規制撤廃の動きが始まったのは，たしかカーター政権

の頃ではなかったかと記憶しています。記憶はややあいまいなのですが，

わたくしがアメリカに留学していた1979～81年頃に，トラック運送業に対

する参入規制が撤廃され，トラック運転手の労働組合であるチームスター

が規制撤廃に激しく抵抗していたのを覚えているからです。イリノイ大学

の労使関係学科では，規制産業の労使関係が非規制産業の労使関係とどう

異なるか，といった類の議論が盛んに行われていました。

それから間もなく英米両国において，規制撤廃と民営化のラッシュがや

ってきましたが，この波は英米両国にとどまっておらず，太平洋を越えて

日本にも及んできました。サッチャリズムやレーガノミックスなど新保守

主義の思潮が，権威を喪失したマルクス経済学やケインズ理論に代わっ

て，日本の論壇を圧倒するようになりました。

戦時統制経済の遺物である“社会主義”的な“1940年体制”を解体せ

よ，といった類の市場経済礼賛論が，1980年代から今日に至るまで隆盛を

誇ってきました。しかしわたくしは，流行の“小さな政府”論というバス

に乗り遅れてしまいました。ウッカリしていて乗り遅れたのではありませ

ん。流行のバスに乗る気が，あまりしなかったからだと思います。民営化
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や規制撤廃をめぐる経済学者の議論に対しては最初から違和感を覚え，

“市場の失敗”という議論の立て方そのものにも疑問を感じていたことが，

ブレーキになっていたのではないかと思われます。

違和感を覚えた理由の一端を，以下に述べておくことにします。

【規制に関する経済学者たちの議論】

製薬業に対する規制はなぜ必要か

先進国において製薬業は，おしなべて政府の強力な規制下に置かれてい

るのが普通です。先進国においてすべての新薬は，製造・販売に当たって，

政府の許可を得ることが必要とされています。

どんな強硬な規制撤廃論者でも，新薬販売の許可制については，これを

社会的規制の一種とみなして反対せず，むしろ擁護してきました。問題

は，社会的規制を擁護する理論的根拠は何かということです。

“経済的規制には反対だが社会的規制には賛成だ”という説明は，トー

トロジーにすぎませんので理由になっているとは思われません。新薬に対

する政府の規制は，情報の非対称性〔asymmetry of knowledge〕の理論

によって説明されることが多いのではないかと思われます。

薬の売り手は，薬に関して豊富な知識をもっているのに対して，薬の買

い手である一般消費者は，薬に関する知識が乏しいのが普通です。このよ

うに，“誰もが同じようには知っていない”状態のことを，経済学者は情

報（＝知識）の非対称性と呼び，情報の非対称性がある場合には，市場に

おける取引が成立しなくなるとか，良薬が市場に出てこなくなってしまう

とか，あるいは詐欺的商法が横行してしまう，といったような好ましくな

い問題が発生することになるであろう，というのです。

ここに政府が，無知なる消費者に代わって製薬業者の詐欺的商法をモニ

ターしなければならない必要性が生じるのであり，これこそが社会的規制

の理論的根拠であるというわけです。
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しかし，情報の非対称性ということは人の世の常であって，経済の領域

のほとんどすべては情報の非対称性の世界である，といってもけっして過

言ではありません。厳密に考えますと，情報の非対称性が存在しない市場

などというものは，この世に例外的にしか存在しないのではないでしょう

か。従って，新薬に対する政府規制の根拠を情報の非対称性に求める議論

は，はなはだ胡散臭い議論のようにわたくしには感じられるのです。

スーパーマーケットで売っている生マグロに，“大間の生マグロ：100グ

ラム２千円”と書かれた正札が貼ってあったとしましょう。生マグロが，

本物の大間の冷蔵マグロなのかどうかの見分けは，一般の消費者にはでき

ないのではないでしょうか。このように日常茶飯なことにも，“情報の非

対称性”はあまねく存在しているのです。

さらにいいますと，政府が規制したからといって，情報の非対称性の問

題が首尾よく解決されるとはかぎらないのです。政府（＝公務員）も人間

ですから，当然愚かなところがあるものなのです。ですから政府の規制に

よって，消費者を詐欺的商法から守ることができるという保証はどこにも

存在しないのです。われわれは，非加熱血清剤によって薬害エイズを蔓延

させてしまった政府の失態を，ごく最近経験しました。

また市場は，情報の非対称性の問題を解決する手段をいっさい持ち合わ

せていない，というわけではありません。“知っている”側が秘匿してい

る情報を“知らない”側に開示させるスクリーニングの方法や，“知って

いる”側が“知らない”側に私的な情報を自発的に開示するシグナリング

の方法など，市場メカニズムの中にも情報の非対称性の問題に対処できる

仕組みが存在しているのも事実なのです。しかしこれらの方法とて，決し

て万全とはいえないのです。

情報の非対称性の問題は，一筋縄ではいかない難問といえるでしょう。

この難問に取り組んでいる時，わたくしの脳裏にふと浮かんでくる人物が
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いました。山本周五郎の『赤ひげ診療譚』に出てくる小石川療養所の新出

去定（にいできょじょう）院長はその一人なのですが，もう一人は，湯川

秀樹とならんでわたくしが崇敬してやまないお医者さん，江戸時代の国学

者としても有名であった本居宣長です。

本居宣長は，伊勢松坂の大店の呉服商であった小津家の出でしたが，伊

勢山田の紙商であった今井家に養子に出されて，紙商人の道に進むことに

なりました。しかし宣長は，商いが大の苦手でしたので，紙商売の方は一

向に上手くいきませんでした。宣長の将来を心配した母親は，やむなく宣

長に医者になることを薦めます。宣長は母の薦めに従って，京都に留学

し，有名な儒医・堀井景山に師事して医学を学び，学業を終えると故郷の

松坂に帰ってきてクリニック（鈴の家）を開設します。

宣長が書き残したクリニックの膨大な帳簿や記録などから，医師として

の宣長の姿を知ることができます。宣長は特に小児科が得意であったこ

と，薬の開発には特に力を入れていて小児用の新薬の開発に成功している

こと，貧しい農民には治療代をタダにしてあげたり，取れた野菜で払うこ

とを認めたりしていること，治療代の支払いは年末一括払いが多かったた

めに年末は集金で多忙であったこと……などなど，医師宣長の人柄を彷彿

とさせる挿話がいろいろと出てまいります。

この時代は，新薬に対する藩や幕府の規制も，医師になるためのライセ

ンス制度も存在していませんでした。しかし伊勢松坂の医療は，クリニッ

ク・鈴の家を中心にして，すこぶる順調に行われていたといえるように思

われます。江戸時代の医療は，幕府が江戸の小石川に設立した小石川養生

所以外は，すべて民間において商売（ビジネス）として行われていたので

す。情報の非対称性が極端なかたちで存在する医療の分野においてさえ，

政府からなんら規制を受けることもなく，信用のおける商売（ビジネス）

として医療が行われていたのです。
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いったい何が，それを可能にしていたのでしょうか。

第二節 インセンティブ論に対する疑問

売り手と買い手の間に，情報の非対称性がある場合，取引相手の無知や

情報不足につけ込んで相手をだまし，ボロ儲けをすることが可能です。相

手をだまして利益を独り占めしてやろうといった邪悪なことを考える人が

いたと致しましょう。経済学者は，人がそのような邪悪なことを考える状

態にあるとき，そのような状態を道徳的に危険な状態〔moral hazard〕

と名づけています。情報の非対称性が，市場経済もしくは社会の常態であ

るとするならば，人間社会は潜在的に詐欺師社会であるということになら

ざるをえません。

経済学は，社会は元来ホッブス流の“自然状態”にあることを前提にし

つつも，市場という“見えざる手”の働きによって，“自然状態”を脱し

て社会秩序を形成することができる，と考えてきました。モラル・ハザッ

ド論は，このような楽観的な経済学に対して警鐘を乱打しているといって

よいでしょう。

わたくしの専門である労働経済学においては，モラル・ハザッド論は特

に重要な理論とみなされていて，人的資源管理論の要のように考えられて

きました。なぜかというと，使用者（企業）と雇用者（従業員）の関係

は，医者と患者の関係と同様に，情報の非対称性が極端なかたちで存在す

る分野と考えられているからです。使用者は，従業員に仕事を依頼した依

頼人（プリンシパル）なのに対して，従業員は使用者から仕事を任された

使用者の代理人（エイジェント）だと考えることができるからです。

代理人は，依頼人の期待通りに仕事をしてくれるのでしょうか。依頼人

と代理人の間に，情報の非対称性が存在する場合，大変やっかいな問題が

発生する可能性が生じます。この問題は，労働経済学においては特に代理
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人問題〔agency problem〕と呼ばれていて，情報の非対称性問題一般と

区別することにしています。代理人問題は，人的資源管理論の文字通り中

心に位置づけられているのです。

代理人問題の理論がアメリカで開花したことから類推すると，アメリカ

の企業において従業員は，できるだけ働かずにできるだけ高い報酬を得よ

うとしているずるがしこい人間とみなされているようです。このようなず

るがしこい従業員を使用する場合，サボったりせずにまともに仕事をさせ

たり，あるいは，こすっからい従業員のモラールを高めるにはどうしたら

よいのか，換言すると，代理人問題を解決すために企業はいかなる方策を

取るべきなのでしょうか。これらのもろもろの課題に答える学問こそが，

ほかならぬ人的資源管理学なのです。

アメリカのビジネス・スクールで使用されている『人的資源管理学』の

教科書には，従業員の上手な働かせ方に関する様々な手法が，詳細に記述

されています。効率賃金を払えとか，監視（モニター）を強化せよとか，

提案されている手法は実に多様です。

＊興味深いことにアメリカの人的資源管理学において，日本の大企業に

おいて展開されている労務管理の手法が，近年ますます注目を集めてきて

います。エドワード・ラジアーさんが書いた秀逸な教科書『人事と組織の

経済学』(1998年）には，日本企業のボーナス制度や退職金制度が，年功

賃金や長期雇用などの雇用慣行とならんで，詳しく紹介されています。こ

れらの日本企業の制度に対してラジアーさんは，経済的合理性のある制度

（インスティチュウション）として肯定的な評価を下しています。

代理人問題の解決策は，物質的なインセンティブの導入もしくは監視の

強化のいずれかに求められています。監視の強化は，コストが高い割には
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効果が小さいので，利用されることは少ないといえます。残された手法と

しては，インセンティブの導入以外に考えられません。

いにしえから，人事の要諦は論功行賞にあり，といわれてきましたよう

に，論功行賞（インセンティブ）は，組織の中で働く人々から能力を最大

限引き出すうえで，大変重要な役割を果たしてきています。『西郷南洲遺

訓』において西郷隆盛は，論功行賞に関して大変興味深いことを述べてい

ます。指導者の器である者には地位を，指導者の器でない者には金銭をも

って行賞せよ，といっているのです。陸軍大将西郷南洲の深い洞察力を感

じる名言です。

＊西郷南洲の持論は，君子には官職もって賞し，小人には俸禄をもって

賞せよ，といった儒教的な論功行賞論でした。『西郷南洲遺訓』の１を参

照されたし。

アメリカは，世界で最初に経営者革命を遂行した国ですから，大企業に

おける経営者の力は絶大といってよいでしょう。依頼人である株主の力

は，代理人である経営者の力には到底及びません。このような経営者天国

において，株主が経営者に対抗して株主利益を守っていくのは容易なこと

ではありません。

年金基金など機関投資家のファンドが成長し，ファンド・マネージャー

の力量が高まってくるにつれて，株主は経営者に対して，権力奪取の動き

をみせるようになりました。企業外部から監査役を補充する外部監査役制

度の導入によって，経営者に対する監視を強化しようとしたり，あるい

は，経営者を株主のために忠実に働く忠犬にしようとして，役員報酬の大

部分を株式オプションで支払うなどのインセンティブを導入するなど，

様々な措置が取られるようになりました。

しかし結果はどうだったのでしょうか。
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アメリカ経済を熱狂させた ITバブルがはじけた2001年以降，株式市場

を投機的に利用して急成長したエンロン，ワールドコム，クエスト，タイ

コなどの諸企業があいついで破産を余儀なくされました。破産が明らかに

なるとともに，粉飾決算とか，子会社を利用したM＆Aによる株価のつ

り上げなど，これらの急成長企業の経営者たちが行ってきた様々な悪徳商

法の手口が，マスコミを通じて世界中に暴露されるに至ったのです。エン

ロン株の株主や，オプション株で報酬を支払われていたエンロンの社員

は，紙くずと化したエンロン株を前にして茫然自失であったといわれてい

ます。

株式オプションによる役員報酬の支払いなどの強力なインセンティブで

さえ，経営者にとっては，蛙の顔に小便みたいなもので，株主の代理人で

あるべき経営者の心を変えることはできませんでした。株券は，経営者個

人の利殖のために，良いように利用されたうえで紙くずとして捨てられて

しまったのです。

エンロンの社長は，株式オプションを高値で売り抜けて大儲けをした

後，倒産したエンロン社を後にして，経済界から堂々と引退していきまし

た。会社を去るにあたって社長は，記者会見の場で次のようにいっていた

のが思い出されます。

エンロン社の社長が言った最後の言葉

“わたくしは，会社法や証券取引法などの法に違反する行為は，

一切行った覚えはございません”

第三節 市場も政府もあてにすることはできない

2005年度に，日本の社会を震撼させるような大きな経済事件が，二つ起

こりました。一つは，姉歯秀次（元）一級建築士による構造計算書の偽造

事件であり，もう一つは，証券取引法違反容疑にもとづくライブドア社幹
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部の逮捕です。

これら二つの事件については，まだ司法手続きが始まったばかりですの

で，断定的な物言いは慎まねばなりません。裁判が結審するまでは，被告

といえども“推定無罪”なのですから。

最初に，二つの事件に対するわたくしのコメントを，簡潔に述べておき

たいと思います。

【コメントその①】

第１の耐震強度偽装事件も第２のライブドア事件も，ともに専門職に就

いている人々 ｜ ｜ 以下プロという ｜ ｜ によって引き起こされた事件という

点で共通性があります。前者の場合は一級建築士が，後者の場合は税理

士・公認会計士と SEが，事件の中心にいたわけです。

専門職の仕事には，いうまでもなく高度の“専門的”知識にもとづく高

度の技術が必要とされています。しかし，知識と技術だけではダメなので

あって，もう一つ別に，専門職に就く人にはある種の職業倫理が要求され

ているということです。専門職に要求される職業倫理とは一体何であろう

か？

仕事を正確に正しく行わねばならないということです。小学校の先生

が，“直径に対する円周の比”である円周率を，“半径に対する円周の比”

であると児童に間違って教えてしまったと致しましょう。この先生は，プ

ロといえるでしょうか。この人はプロの教師ではありえません。いかさま

教師に過ぎないのです。

勿論人間は誰しも，間違えを犯すことがあります。しかしヒットを打っ

たプロ野球の選手が，一塁に走らずにうっかり３塁方向に走っていってし

まったとしたら，どうなるでしょうか。監督はこの選手を，すぐにチーム

からはずしてしまうに違いありません。

両事件が示していることは，日本の専門職分野には，プロの要件を満た
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している人物が必ずしも多くないのではないか，ということです。

【コメントその②】

姉歯建築士もライブドアの宮内亮治 CFO（税理士）も，法的規制の詳

細について，いずれもプロとしての専門知識を持っていました。前者の場

合は，建築基準法にもとづく耐震強度についての知識，後者の場合は，証

券取引法にもとづく偽計取引等の違法行為についての知識がそれです。

専門的知識は，人のために役立てることは勿論可能ですが，逆に人を苦

しめる手段として悪用することもできます。推理小説には，時々ものすご

い専門知識を持った犯罪者が登場します。『切り裂きジャック』の殺人犯

は，ロンドンの大きな病院の外科医（院長）でした。職業倫理の欠如した

プロに対しては，いかに強力な規制立法といえども，太刀打できるもので

はないのです。

耐震強度偽装事件とライブドア事件をきっかけにして，政府の規制強化

を望む世論の声がひと際高くなってきました。民営化と規制撤廃を掲げる

自民党が，2005年10月の総選挙で圧勝しましたが，その翌月の11月中旬

に，耐震強度偽装事件が発覚したのです。“建築確認検査の民間開放をや

めよ”とか，“建築確認を怠った政府が損害を補償せよ”といった，規制

強化の声がそれです。

また，2006年１月にライブドア事件が明るみに出て以来，証券取引法の

改正と証券取引等監理委員会の権限強化を訴える世論が急速に高まってま

いりました。“SECの日本版を作れ”とか，“法の抜け道をなくすために

証券取引法を改正せよ”といった声がそれです。

法律を改正することは必要なことかもしれません。しかし繰り返しにな

りますが，どんなに法律を改正してみても，専門的知識を悪用しようとす

る人にとってそれは，実のところ少しも痛くも痒くもないものなのです。

エンロンやワールドコムなどの企業スキャンダルが起こったため，アメ
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リカの連邦議会は急遽サーベンス・オックレー法を制定して，再発防止に

取り組み始めました。粉飾行為に対する罰則が重くなり，法人企業の会計

報告には外部の公認会計士による監査が義務付けられることになりまし

た。

しかしいずれまた，エンロンのような会社が生まれてくることは避けら

れないでしょう。職業倫理の欠如したプロがいる限り，粉飾やインサイダ

ー取引や偽計取引が再発しないという保証はないのです。

大事なことは，法規制を強化することではありません。職業倫理の確立

による信頼の回復こそが，もっとも重要なのです。

結びにかえて

『職業社会学』は，大部な本論の末尾の短い「結語」において，つぎの

ような含蓄のある言葉を書き記しています。

職業は人口や技術や道徳であるよりも以前に先ず生活である」

職業は生計維持，個性発揮及び連帯実現の三要素より成るとこ

ろの動的統一である」

職業社会学では右の三要素より成るところの動的統一を飽くま

でも一の統一態として捉へて行く」

小池和男さんは，『仕事の経済学』(第３版）の「はしがき」冒頭で，次

のような深遠な言葉を書き記しています。

この本は日本の人事・労働経済のわたくしなりの概説書である。

わたくしなりとは，仕事を中心にすえ，仕事の仕方，仕事能力の
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形成に光をあてることをいう。仕事はもちろん人生の一部にすぎ

ないが，まことに重要な一部であり，人生におよぼす仕事の影響

ははかりしれないほど深い」

仕事あるいは職業は，生活＝人生〔Leben，life〕にはかりしれないほ

ど深い影響をおよぼす人生の一部であり（小池)，あるいは生活＝人生そ

のものである（尾高)，といっても過言ではありません。

さらにいえば，仕事あるいは職業とは，所得を稼得するためにのみ行わ

れるものではなく，自己実現のためにのみ行われるものでもなく，社会の

ためにのみ行われるものでもないのです。職業は， 生計維持，個性発揮

及び連帯実現の三要素よりなるところの動的統一」にほかならないからで

す。

職業が三要素のバランスを欠いたとき，個人も社会もともども，重病に

陥らざるをえないことでしょう。この病気から回復するには，法的規制の

強化や各種インセンティブの導入だけでは，不十分なのです。

三要素のバランスの回復こそが，病を癒すたしかな正道なのです。

（2006年１月26日脱稿)

〔追記〕 この論文は，尾高煌之助さんの退職記念のために書かれました。尾髙

さんの専門は，わたくしと同じ労働経済学ですので，尾髙さんがやってこられ

た仕事に関わるテーマに沿って，論文を書くべきだったと思っています。最初

は，ルイス・モデルについて書こうと思っていたのですが，１万字以内という

紙数を考え，テーマを変更しました。惜別。
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Labor Economics and
 

Kunio Odaka’s Vocational Sociology

 

Susumu HAGIWARA

《Abstract》

In the fall of 2005 Japanese construction industries were severely
 

quaked by scandals done by a professional architect. The architect
 

designed many buildings but many of his designs were found to be
 

illegal because of violating the Construction Standard Act.

Many economists argue for strengthening the regulation of the
 

construction industries to avoid such a scandalous case. And yet it
 

seems to me that any regulations themselves cannot defend consumers
 

from professional’s wicked greed. Professional associations and/or
 

consumer movement must play roles even more actively to protect
 

consumers.

Economisuts are required to learn from Kunio Odaka’s classical book

“Berufssoziologie”(1941)that theorized labor markets on a sociological
 

viewpoint.
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